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国際医療福祉大学 
 
１．地域連携推進の意義 

国際医療福祉大学（以下、「本学」）は、建学の精神である「共に生きる社会」の実現
のため、基本理念「社会に開かれた大学」の実践に向け、創設以来、本学の持てる教育的
財産を広く公開し、地域と様々な連携を深め、地域の活性化の一助となるべく、社会貢
献・地域連携を常に実践して参りました。 

本学の中期目標・中期計画においても、「社会との連携や社会貢献及び地域を志向した
教育・研究に関する目標」を掲げ、その実現に取り組み、長年にわたり必要な措置を講じ
てきました。 

令和4度より各キャンパスや附属施設の地域連携推進活動を全学的に統括して地域連携
推進活動を行う仕組みを構築し、学長及び学長を補佐する副学長が中心となり、本学の地
域連携・社会貢献の推進に関する目標及び計画をまとめました。 

加えて、昨年度より目標・計画を着実に実施するための活動指標等についても定めてお
ります。 

本計画により、本学が地域の行政や産業界等と密に連携し、それぞれのキャンパスの所
在地における地域の医療・保健・福祉の更なる向上と地域文化・産業の発展に大いに貢献
できることを目的として、地域連携の推進に努めることと致します。 
 
 
２．地域連携推進組織と地域連携先の設定 
【地域連携推進室】 

東京赤坂キャンパスに地域連携推進室を設置し、地域の連携先である各キャンパス及び
附属施設における地域連携部門と連携して全学的に統括して地域連携推進活動を行いま
す。 
【地域連携推進委員会】 

地域連携推進委員会を組織し、地域連携推進室が各キャンパス及び附属施設に設けられ
た地域連携部門と密接に連絡をとりつつ、委員会の指導のもとに地域の特徴に応じた独自
の活動を展開することと致します。 
 
 
３．地域連携推進の目標 

本学の中期目標・中期計画（2021.04～2027.3）の方針に則り、大きく５つの政策に分
けて、それぞれの目標を提示致します。 
【連携の強化】 
１）「社会に開かれた大学」の実現のため、関係各所と協働して地域社会の教育・研究の
拠点として貢献します。 

● 各キャンパスにおける地域連携のための部署の設置を行い、地域貢献に関わる包括連
携協定の締結を行う。 

● 地域からの入学者を受け入れ、地域の基幹医療企業への就職者数を増加させる。 



● 地域の中心となる教育・医療機関として、地域の行政や産業について学ぶ機会を設け
る。例えば地域のニーズを把握し、地域密着型の教育の提供を行うプログラムを開発す
る。そのための教育課程編成等に関する自治体や産業界からの意見聴取の場（懇談会）
などの設定を行う。 

● 地域住民の生涯教育の拠点としての機能を果たすべく、周辺地方公共団体と連携した
各種のイベントを推進するシステムを構築する。 

● 研究成果を社会に還元するための、シンクタンク的な機能を大学が果たし地域社会の
活性化に寄与する。そのための仕組みを構築する。 

● 自治体や地元団体からの経済的支援を受け、研究成果の社会実装を目指す。そのため
の仕組みを構築する。 

● 地域連携推進（体制整備、生涯学習、地域交流、人材育成、共同研究など）に関する
目標・計画の整備・改善を施行し、具体的な数値で設定された活動指標や取り組み成果
に関するアウトカム指標を設定する。 

 
 
【地域医療活動への貢献】 
２）地域における医療機関や教育機関の更なる積極的連携により住民とのコミュニケーシ
ョンを深め地域医療を支えます。 

● 自治体や産業界などと連携した地域課題解決型の研究（コホート研究など）の実施を
推進する。 

● 積極的に本学附属病院や関連医療施設において、地域住民に対して公開講座や公開イ
ベントを実施し、地域の医療に貢献する。 

● 履修証明プログラムを積極的に開講する、あるいは教育訓練として指定を受けた講座
の実施により、医療水準の向上に努める。 

● 地域の就業者向けプログラムを実施し、特定の医療職分野における実務研修や技能研
修などを推進する。 

● 自治体や産業界などの要望により講師を派遣し、地方公共団体あるいは産業施設など
で講演を行い、医療啓発活動に貢献する（講師派遣）。 

● 学校など教育施設からの依頼により、特に地域若年層にむけた模擬授業などを提供す
る。 

 
 
【地域社会の福祉活動への貢献】 
３）社会貢献活動（ボランティア活動、医療広報活動、地域の医療保健福祉の支援を含
め）の取り組みの継続と更なる貢献の推進、障害者支援のための積極的な取り組みの維
持・推進します。 

● 学生及び教職員のボランティア活動に関する取り組みを組織的に応援する。 
● 学生参加による福祉慈善事業・地域文化行事への積極的な取り組みを促進する。 
● 地域貢献活動や学生の教育実践の場としての相談窓口などを設置し、広く社会貢献活

動を推進する。 
● 自治体や産業界などと協定を締結した上で、意見交換を行い、積極的に地域の医療保

健福祉に関する取り組みの広報を行う。 
● 特に、地域貢献に関する当該地域が行う事業・活動に関する海外への情報発信（国際



的な広報の強化）を行う。 
● 障害者支援のための組織的な展開とHP、支援リーフレットなど広報活動の充実を目

指す。 
● 障害者支援のための積極的な取り組みの推進、特に心理的ケアの充実を目指した取り

組み、相談員窓口、コーディネーターの積極配置を行う。 
 
 
【地域健康増進、防災などへの貢献】 
４）予防医学・臨床心理学や災害医療等での実績を踏まえての地域の健康増進事業や防災
事業などの連携プラットフォームを構築します。 

● 附属医療施設における「予防医学センター」の積極的な運営を行う。 
● 災害拠点病院としての附属病院の機能強化を行う。 
● 自治体や産業界と連携したリスクマネジメント体制の構築（防災に関するBCPの設定

など）を行う。 
● 自治体や産業界と連携した社会人対象の地域防災などに関わる教育プログラムを実施

する。 
● 各キャンパスや医療施設間での、格差の生じない地域連携に関する取り組みに関して

格差が生じないように統一及び連携をとっての推進を心がける（サテライトキャンパ
スの整備を含む）。 

 
 
【産業界・自治体との連携強化】 
５）地元の産業界・自治体等との連携を強化し、地域の産業経済の発展、文化の発展に寄
与します。 

● 地域貢献に関わる包括連携協定の締結を行う。その内容に応じて自治体からの経済的
支援を受ける。 

● 自治体や産業界と連携した社会人対象の地域経済活性化に関わる教育プログラムの実
施を検討する。そのための講師派遣や公開講座の実施を進める。 

● 自治体や産業界と連携した社会人対象の産公学連携の地域経済活性化に関わる共同研
究の実施を検討する。そのための産学連携の枠組みの検討を進める。 

● 自治体や産業界などとの海外への情報発信：自治体や産業界などと協定を締結した上
で、産学連携の推進（マッチング）のための広報を国際的にも強化する。 

● 地域の産業経済の発展のため、必要に応じて寄附講座の設置を検討する。 
 
 
４． 具体的な行動計画 

上記の政策目標を踏まえて、各地域における具体的な行動計画を6つのカテゴリーに分
けて呈示致します。 

地域は（1）病院施設（付属病院及び関連医療施設）（2）大田原キャンパス（3）成田
キャンパス（4）東京赤坂キャンパス（5）小田原キャンパス（6）大川キャンパスでの活
動にそれぞれ分かれ、具体的な行動内容として以下のような項目が例として挙げられま
す。 
 



１）教育活動、地域人材育成 
・市民開放授業の実施 
・各種実務者研修の実施、医療実技実習の実施（地域就業者向けプログラムを想定した

特定の医療職分野における実務研修や技能研修の実施） 
・地域住民の生涯教育の拠点としての生涯学習プログラムの提供 
・シミュレーションセンター（シミュレーター）などの地域への開放 
・図書館の地域への開放や図書の閲覧・資料の貸し出し 
・公的団体や活動に関する教室の貸し出しや施設の提供、体育館などの貸し出し 
・一般市民対象（社会人対象）の市民公開講座の実施 
・地域住民を対象とした公開講座以外のイベント開催の推進 
・地域の職能団体や産業界の代表などの授業への参画 
・キッズスクール（小中学生対象）の企画など若年層への教育プログラムの導入と促進 
・中学・高校生などを対象とした地域人材育成を目的とした教育の提供（模擬授業の提

供など） 
 
２）医療活動 

・病院施設での健康講演会、患者教室の開催、患者友の会の実施 
・積極的に本学附属病院や関連医療施設において、地域住民に対して公開講座や公開イ

ベントを実施し、地域の医療に貢献 
・看護師などによる「街の保健室」のような保健活動 
・関連医療機関向けの公開講習会、勉強会、症例検討会の開催 
・地域医療連携協議会・勉強会の開催 
・地域ケアネット、地域ケア会議への参画 
・公的保健医療活動への教職員派遣や会場の貸し出し（コロナ感染症関連事業など） 
・認知症カフェの運営、グリーフカフェなどの地域の心理相談の運営 
・心理相談室の運営 
・地域健康推進拠点としての「予防医学センター」の設置とその運営 

 
３）ボランティア活動、社会福祉活動 

・ボランティア活動の窓口の明確化、ボランティアサークルの活動の支援、ボランティ
アセンター（室）の設置 

・地域の伝統行事、清掃活動、ボランティア活動などへの積極的参加 
・地域の公的医療機関や教育機関と連携した社会福祉活動への参画（社会福祉協議会活

動への補助）（献血事業、子供食堂事業など） 
・地元演奏家などを招いた病院コンサートなどの開催 
・高齢者介護施設や障害者支援組織などとの連携による学生ボランティアの支援 
・被災地支援活動への参画や地域防災サークルへの参画と医療支援の提供 
・自治体や産業界と連携した社会人対象の地域防災などに関わるプログラムの実施

（BCPの設定など）と防災活動の実施 
・災害拠点病院としての付属病院やキャンパスの体制整備（防災倉庫の整備など）と地

域住民と共同した訓練の実施 
・地域伝統行事（祭事など）への学生の参加 
・障害を有する地域住民に対する様々な医療サービスの提供 



・支援を要する学生や教職員に関するヒアリングを行い、希望する配慮事項などを確認
検討するシステムの構築（学生支援センター設立など） 

 
４）人的交流（人材派遣） 

・地方公共団体や地域公共事業への委員としての参加の促進 
・地域公共団体等イベントへの参加数の増加（学生を含む） 
・教育課程編成等に関する自治体や産業界からの意見聴取の場（懇談会）の設定 
・大学の教育カリキュラムへの地域住民の特別教師としての参加（本学教育への地域住

民の参加） 
・地域の自治体や産業界の代表者などによる本学教育の参画（講師派遣） 
・地域の医療福祉施設、行政機関、企業などの講習会への本学講師の派遣（地方公共団

体や産業施設などの本学講師講演による医療啓蒙活動への貢献） 
・行政機関の障害者福祉担当部署との連絡・連携の強化 
・地域からの入学者受け入れを増加 
・地域の基幹医療企業への就職者数を増加 

 
５）研究活動 

・地域での研究推進に関する自治体や産業界との意見聴取の場（懇談会）の設定 
・自治体や産業界などと連携した地域課題解決型の研究（コホート研究など）の実施を

推進 
・研究成果を社会に還元し地域社会へのシンクタンク的役割を果たすための、研究成果

の受け皿になる組織の開拓 
・自治体や産業界と連携した社会人対象の地域防災などに関わる研究プログラムの実施 
・地域の産業経済の発展のため、必要に応じて寄附講座の設置を検討 

 
６）経済・産業活動支援・地域振興活動 

・地域貢献に関わる包括連携協定の締結 
・産学医工推進委員会の設置とそれを利用した活動の強化 
・自治体や産業界と連携した社会人対象の地域経済活性化に関わる教育プログラムの検

討 
・自治体や産業界と連携した社会人対象の産公学連携の地域経済活性化に関わる共同研

究の実施の検討 
・自治体や産業界などとの海外への情報発信：自治体や産業界などと協定を締結した上

での産学連携の推進（マッチング）のための広報を国際的な強化 
 
 
５．目標・計画に基づく活動指標及びアウトカム指標 
 上記、３，４を着実に実行するため、別紙の活動指標・アウトカム指標を定めておりま
す。本学ではこれらの指標を踏まえつつ、地域連携を進めてまいります。 
 
 
６．活動内容の自己点検・評価とフィードバックについて 

本学の大学地域連携推進計画については、地域連携推進室において各地域のキャンパス



や医療施設からの活動状況を踏まえて定期的に検証する予定とします。中期目標・中期計
画に記載された「社会との連携や社会貢献及び地域を志向した教育・研究に関する目標を
達成するための措置」については、隔年ごとに検証し2027年までにその実施を目指しま
す。一方、本計画推進案に記載された政策目標と具体的な行動計画については、原則とし
て年度ごとに評価し、設定された活動指標や取り組み成果に関するアウトカム指標を含め
て検証します。 

これらの自己評価の結果は全学の自己点検・自己評価委員会において評価を受けフィー
ドバックされ、教職員のFD・SD活動に反映され、さらなる全学的な本計画の改善・改良
に役立つことが期待されます。 

以上 
 
  



地域連携の目標・計画に基づく活動指標及びアウトカム指標 
  
【活動指標】  
1. 全学地域連携推進委員会を年に 1 回以上開催する。  
  
2. 地域医療貢献の為、地域住民に対して公開講座や公開イベントを年に 50 回以上開催す

る。  
   
3. 自治体や産業界などからの要望に応え、地方公共団体あるいは産業施設などに年に 250 

回以上講師派遣を行い、医療啓発活動に貢献する。  
  
4. 学校などの教育施設からの依頼に応え、特に地域若年層に向けた模擬授業などを年に

100 回以上開催する。  
  
5. 地域の伝統行事等の活動に年に 5 回以上参加する。  
  
6. キッズスクールの企画など若年層への教育プログラムを年に 1 回以上開催する。  
  
7. 地域自治体や地元産業界等と協定を結び、地域防災に関わる連携プログラム（地域防災

人材養成）を年に１度以上実施する。  
  
8. 地域自治体又は複数の地元産業界等（地元産業化等に該当する２つ以上の法人、あるい

は複数の地元産業界等に該当する法人により構成される産業別団体や経済団体等）との協
定（包括連携協定を含む）に基づき、「正規の教育課程」（一部の科目等のみの意見聴取は
該当しない）に関する協議（対面・オンライン会議に限らず、書面・メールでのやり取り
も該当）を各キャンパスで年 1 回以上行う。  

  
9. 地元産業界等と包括連携等を締結し、当該協定等に基づく連携事業を推進するため、２

法人以上の団体と、各 2 回以上の協議を行う。  
  
10. 自治体や産業界等と連携した、地域課題の解決を目的とした研究を年に５件以上実施し、

HP 等で取り組み状況を公表する。  
  
【アウトカム指標】  
1. 地域住民に対して行う公開講座や公開イベント開催後の参加者アンケートにおいて、イ

ベントへの地域住民の満足度を 85%以上とする。（アンケート質問項目の中で満足度の指
標を５段階で尋ね、上位２項目に回答した参加者を 85%以上とする。）  

  
2. 地域からの入学者％を 40％以上とする。  
  
3. 地域への学生就職者を地方キャンパスでは 85%以上、都市部キャンパス では 30%以上

とする。 

別紙 


